
はじめに

朝鮮民主主義人民共和国（以下、北朝鮮）は、１９９０年代中盤以後の相次ぐ自然

災害により食糧配給システムが崩壊した。また、この頃の北朝鮮経済は、１９８０年

代末から１９９０年代初にかけての旧ソ連・東欧諸国の崩壊による社会主義市場の喪

失により、すでにダメージを受けていたため、医療・衛生環境も悪化していた。す

なわち、１９９０年代後半の北朝鮮は、人々の生存環境そのものを脅かすものであっ

たといえる。

しかしながら、北朝鮮の自助努力と国際援助により１９９０年代末から回復の兆し

が現れはじめ、食糧事情は一時期ほど深刻ではなくなり、また医療ケアへのアクセ

スも拡充しつつある。本稿は、この回復の現段階を食糧事情と人口動態に分けて整

理したものである。なお、資料は最新のものに依存するが、それらは国連との協力

のもとに行なわれる調査結果がほとんどであり、発表までには１～２年のラグが

ある。すなわち、食糧事情に関しては国連食糧農業機関（FAO）と世界食糧計画

（WFP）の調査報告２００３年版に主に依存しており、また人口動態に関しては２００２

年に行なった国連児童基金（UNICEF）と北朝鮮関係当局の共同調査に主にもと

づいている。

第２章

食糧の需給状況と人々の健康状態

むん ほ いる

文 浩一

１５



第１節 食糧事情

１．国連調査報告の信頼性

FAOとWFPでは、自然災害により食糧事情が大きく悪化した１９９５年以後、毎

年１～２回のペースで食糧需給に関する調査を行ない報告書を発表している

（“Special Report : FAO／WFP Crop and Food Supply Assessment Mission to

the Democratic People’s Republic of Korea,”以下、「FAO／WFP調査報告書」）。

FAO／WFP調査報告書は、現在のところ、北朝鮮の食糧需給動向を把握するう

えで最も信憑性の高い資料の一つであるといえる。それは統計が調査によって作成

されているためである。一般に統計資料はその作成過程によって調査統計と申告統

計に区分することができる。その違いは、調査統計は統計の把握そのものを第一義

的とするのに対して、申告統計は他の目的に付随して作成されることにある（たと

えば、日本において所得を申告する際、それは納税などを第一義的として行なうの

であり、所得申告は一義的ではない）。

調査統計の代表はセンサスであるが、FAO／WFP調査報告書は農業センサスに

もとづくものではなく、サンプル調査である。この点において制約はあるが、サン

プルの抽出方法ならびに母集団の推定方法はそれなりの科学的根拠を備えている。

この国連調査報告書では、北朝鮮の１２の道（道は日本の県に相当）および直轄市

のうち穀物生産の８割以上を占めている、平安北道、平安南道、黄海北道、黄海

南道、平壌市、江原道、咸鏡南道の７つを訪問し、サンプル調査を行なっている。

そして、得られた情報から単位あたりの収穫量を割り出し、これに耕地面積を乗じ

ることにより当該の穀物生産量を推定している。さらに、その正確性を究めるため

に、SPOT－４衛星画像を併せて使用している。

２．農業生産動向

（１）概況

最新のFAO／WFP調査報告書は、２００３年１０月３０日に発表された。そのハイラ

イトはつぎのとおりである。また、集計された農業生産統計は、表１に集約され

ている。

＊２００３年の食糧生産が前３年間をやや上回るなど、２００１年に始まった朝鮮の農

業生産の回復は継続している。

１６



＊回復の主因は、特に年初の好天、比較的低い病虫害の発生率、国際社会の支援

により供与された肥料の増投、石油輸出国機構（OPEC）の資金での价川―台

城湖運河完成による主要穀物生産地域における灌漑施設の改善、灌漑揚水機場

における電力の利用可能量の増加及び燃料・スペアパーツの増加による機械化

の促進である。

＊穀物換算ベースのジャガイモを含めた２００３／０４年度の穀物生産は、前年度水準

を４．７％上回る４１６万ト
ン（穀物換算）と予測され、過去９年間では最高の収穫

となった。

＊過去３ヵ年の回復にもかかわらず、国内の生産量は依然として最小限の食糧

必要量をかなり下回るものであり、商業的な輸入にも限りがあることから、同

国は、本年もかなりの対外的な食糧支援に依存しなければならない。

表１ ２００２～２００４年度の主要農産物生産動向

作 物

２００３／０４年度 ２００２／０３年度
２００２／０３年度に対する
２００３／０４年度の変化（％）

面 積
（千ha）

単 収
（ト

ン／ha）
生産量
（千ト

ン）
面 積
（千ha）

単 収
（ト

ン／ha）
生産量
（千ト

ン）
面 積
（千ha）

単 収
（ト

ン／ha）
生産量
（千ト

ン）

主作期

米１／ ５９３ ２．５ １４８４ ５８３ ２．４４ １４２１ １．８ ２．６ ４．５

トウモロコシ ４９５ ３．４８ １７２５ ４９６ ３．３３ １６５１ －０．３ ４．８ ４．５

その他２／ ６０ ２．１５ １２９ ５４ １．７６ ９５ １１ ２３ ３６

じゃがいも３／ ８９ ３．２ ２８５ ８９ ３．２ ２８５ ０．１ ０．３ ０．３

計 １２３７ ２．９３ ３６２３ １２２２ ２．８２ ３４５１ １．２ ３．７ ５

冬／春４／

冬小麦 ６９ ２．３５ １６１ ５８ ２．４９ １４５ １８．１ －５．６ １１．５

春大麦 ３４ ２．０３ ７０ ３４ ２．０９ ７１ １．４ －２．７ －１．３

じゃがいも３／ ９８ ２．５６ ２５１ ９９ ２．５５ ２５３ －０．８ ０．３ －０．５

自留地５／ ２０ ２．５ ５０ ２０ ２．５ ５０ ０ ０ ０

計 ２２１ ２．４１ ５３２ ２１１ ２．４５ ５１８ ４．８ －１．９ ２．８

合計 １４５９ ２．８５ ４１５６ １４３３ ２．７７ ３９６９ １．８ ２．９ ４．７

注）１／ 換算率６５％での精米換算、２／ モロコシ等（sorghum）、アワ等（millets）及び夏小麦・大
麦を含む、３／ じゃがいもの穀物換算率２５％、４／２００３／０４年度の予測と見直し後の２００２／０３年
度二毛作の修正値に基づく、５／ じゃがいもとトウモロコシの生産量（穀物換算）を含む

出所）FAO/WFP, “Special Report : FAO/WFP Crop and Food Supply Assessment Mission to the
Democratic People’s Republic of Korea,”２００３年１０月３０日．
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＊２００３／０４年度（１１月～１０月）の穀物の不足は９４万４，０００トンと推定されている。

商業的輸入を１０万ト
ン、主に韓国からの有利な条件による輸入を３０万ト

ン及び食

糧援助を１４万ト
ンと見込んでも４０万４，０００トン不足することになるので、追加の

食糧援助と優遇された条件での輸入が必要である。

＊こうした慢性的な食糧不足に対処するため、国際社会は、緊急に必要とされる

食糧援助に加え、持続的な食糧生産と全般的な食糧安全保障を促進するための

経済、金融及びその他の支援を動員する枠組み作りのため同国政府との政策対

話を開始することが推奨される。

＊家計食糧経済分析に基づき特に明らかになったことは、公的配給制度（PDS）

依存家計が購買力の低下から食糧確保に関して不安を増加させていることであ

る。このため、FAO／WFP代表団としては、２００４年においては、６５０万人に

およぶ脆弱層に対して４８万４，０００トンの食糧援助（穀物ベースで約４０万ト
ン）を

動員することを勧告する。

２００３年のFAO／WFP調査報告書においては、農民の自留地（農場おける自由な

耕作地）生産高が初めて総収穫高に盛り込まれており、その量は５万ト
ンとされて

いる。これは推計によるものであり、推計方法は単純である。農民世帯を２００万戸

とし、１戸当たり１００m２の自留地が与えられるので、自留地の総計は２万ヘク
タール、こ

れに平均的な農業生産性を乗ずることによって推計されている。推計値ではあるも

のの、それ以前のFAO／WFP調査報告書では自留地生産高は総生産高から省いて

いた。したがって最新のFAO／WFP調査報告書は、北朝鮮の穀物生産高の真の値

に一歩、近づいたといえる。しかしながら、自留地は、農民世帯だけでなく戸建な

どの場合、都市勤労者世帯にも与えられている。また、FAO／WFP調査報告書で

は傾斜度１５％以上の山地で生産される農業生産高を考慮していない。したがって、

厳密に解釈するなら、FAO／WFP調査報告書に示された農業生産高よりも実際の

生産高は若干、多いといえるが、その量は北朝鮮の食糧需給に大きく影響するほど

のものではないと考えられる。

（２）二毛作

FAO／WFP調査報告書からは、近年の北朝鮮の農業生産構造を読み取ることが

できる。これによると、近年、穀物生産高は増産傾向にあるが、それは米やトウモ

ロコシの増産によるところもさることながら、二毛作による大麦・小麦やジャガイ

モ生産によるところが大きい。
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北朝鮮では、１９９６年からFAOと国連開発計画（UNDP）との協力のもと農業

生産回復のため二毛作を大々的に推進している。その主な作柄として指定されてい

るのは大麦・小麦でありこれはほぼ全道で行なわれている。毎年１０月から６月の

間にジャガイモなどの穀物を栽培し、６月から９月の間にトウモロコシと稲を、

そして残りの期間に大麦・小麦を栽培する。大麦・小麦とジャガイモによる二毛作

の耕地面積は１９９７年の３万８０００ヘクタールから２００３年には約５３０％増の２１万１０００ヘクタールまで

増大した。その結果、裏作として植えられる大麦・小麦とジャガイモの収穫高は

２００３年の場合、５３万２０００トンに達している。

（３）農業管理

近年の穀物の増産傾向と農業管理の改善との相関関係は不明であるが、北朝鮮の

政策当局が食糧増産のために農業管理の大胆な改善策を講じていることは間違いな

い。その内容は、断片的にしか伝えられていないが、整理すると①農産物の買上げ

価格の大幅な引き上げと、②土地使用料という新たな制度の導入に集約できる。

農業の主な生産単位は協同農場（集団農場）であるが、これまでは国家による全

量買い上げが基本であった。そして農民は生産の拡大による超過達成分にたいして

は買上げ価格をベースにした貨幣所得で与えられる。しかし、現実には買上げ価格

は非常に低かったので農民にたいする生産拡大へのインセンティブはたいしたもの

ではなかった。これにたいし２００２年７月以後、農産物買い上げ価格は表２のとお

りに変更された。

改革では、買上げ価格の大幅な引き上げと同時に、「土地使用料」という新たな

制度を設けた。そして農民は、定められた土地使用料を国家に納付すれば、その他

は基本的に自らの所得となる。土地使用料は、田畑の場合、１等級（ヘク
タール当たり３

万３０００ウオン ）から９等級（ヘク
タール当たり６５００ウオン ）、水田の場合、１等級（ヘク

タール当たり１万

８０８０ウオン ）から８等級（ヘク
タール当たり６３２０ウオン ）に区分される。たとえば１９９８年版FAO／

WFP調査報告書によれば、１９９８年基準で土地の等級を１等級から３等級に分類

した場合、１等級ではヘク
タール当たり精米基準５．２トンの米生産が可能であるという。等級

の分類方法は国連と北朝鮮では異なるが、あえて１等級に関しては同じであると

仮定し、これに買上げ価格を掛けると、１等級ではヘク
タール当たりの生産額は２０万８０００

ウオ
ン （５．２トン×４０ウオン ／キログラム）となるので、土地使用料はその１割弱という計算になる。

この使用料は一定期間、固定するとし、農業の生産拡大にともないむやみに引き上

げるようなことはしないとしている。さらに、企業などの工業単位でも立地条件に
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応じて土地使用料を支払えば、敷地内で副業として農業を営むことができるとして

いる。

なお、朝鮮労働党機関誌『勤労者』（２００３年第８号）には金正日国防委員長の談

話「朝鮮労働党の農業革命方針を徹底して貫徹することについて」（朝鮮労働党中

央委員会責任活動家と行なった談話、２００３年５月２１日）が掲載されている。ここ

では農業経営管理に関する詳細な記述はないが、農業部門にたいする国家支援の重

要性については、「国家的保証事業をしっかり行わなければ、農業をしっかり行な

うことはできず、農業を工業化、現代化することができません。今日の農村の現実

は、国家的保証事業を決定的に改善強化することを要求しています。…国の経済状

況が困難であっても揚水動力用電力と化学肥料、農業用設備と資材をはじめ、国家

が農村経営に与えるべきものは必ず与えなければなりません」と指摘されている。

北朝鮮の経済改革の全般的な流れは、国家財政支出による補助の縮小と独立採算制

の徹底した強化であるが、農業に関しては工業など他の生産部門にはない優遇措置

が講じられている模様である。

３．分配から見た食糧問題

（１）需給バランス

国連調査報告書が示した２００３／０４年度の穀物需給均衡表は、表３のとおりであ

る。

このうち、食用の３９４万４０００トンは、人口を２３６２万人とし、一人当たりの年間穀

物消費量を１６７キログラム（必要エネルギー量２１３０kcalの７５％＝１６００kcal）として計算さ

れた。

食糧の分配はすべての消費単位に均等に分配されるわけではない。２００３／２００４年

度において、農民にたいしては世帯構成員一人当たり２１９キログラム（６００g／日）が配当さ

表２ 北朝鮮の穀物価格引き上げ状況 （単位：朝鮮ウオ
ン ）

（１）物価の改定 従来の価格 改定後の価格 引き上げ幅（倍）

米（kg当たり生産者価格） ０．８ ４０ ５０．００
米（kg当たり消費者価格） ０．０８ ４４ ５５０
トウモロコシ（kg当たり生産者価格） ０．５ ３１ ６２
トウモロコシ（kg当たり消費者価格） ０．０７ ３３ ４７１．４３

出所）文浩一「朝鮮民主主義人民共和国における経済改革――実利主義への転換と経済管理方
法の改善――」『アジア経済』第４５巻第７号（２００４年７月）．
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れるが、非農民（都市労働者等）にたいしては３００g／日を配当する計画（６～７月

を除く）であるという。ただし、海外からの調達分が著しく不足する場合、それは

２５０g／日に落ち込む可能性がある。

このような分配構造に格差をつける理由について、国連調査報告書ではとくに触

れられていない。経済学的に解釈すると、分配構造を変えるということは生産関数

そのものを変えることを意味する。したがって、仮にすべての消費単位に均等に分

配する政策を取ったとすると、近年、増産傾向にある農業の生産関数そのものが崩

れてしまう。農業の生産量が不足している状況では、むやみに生産関数を変化させ

ると、農業の生産量の確保そのものを危うくする恐れがある。こんにちの状況下で

は農業生産量の最大化の条件としてこのような分配構造はやむをえないという判断

であると思われる。

（２）家計構造

したがって、分配において問題となるのは、都市勤労者などの非農民である。国

連調査報告書では、それがいかに厳しいものであるかを家計調査資料にもとづき指

摘している。

図１は、WFPが行なった労働者、年金受給者にたいするインタビュー調査にも

とづくものである。これによると、労働者は生活費（賃金）を、年金受給者は年金

を基本収入源としており、親族からの借り入れ（help from relatives）もそれな

表３ ２００３／０４年度の穀物需給均衡表 （単位：１０００トン）

利用可能量 ４，１５６
在庫 ０
国内生産 ４，１５６

必要量 ５，１００
食用 ３，９４４
飼料用 １７８
種子用 ２３０
その他所要量および収穫後の減耗 ７４８

必要な輸入量 ９４４
商業的輸入 １００
借款輸入 ３００
緊急支援 １４０

不足量 ４０４

出所）表１に同じ。
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りの比重を占める一方、畜産（animal husbandry）などその他の収入はそれほど

多くない。

これにたいし、支出構造を見ると、大半を食糧供給制度（PDS）のために費

やしており、その他、野菜（vegetables）、食料雑貨（grocery）、家賃（rent／

utilities）、日用品（daily necessaries）、交通費（transport）などとなっている。

WFPでは上図の調査方法（調査時期、サンプル数）などを明記していないが

（今後、速やかに「家計食糧経済分析」を完成すると述べている）、これはおそらく

２００２年７月の賃金および価格の引き上げ措置の直後のものと思われる。国連調査

報告書では、このような家計構造において、つぎの２点が懸念されると指摘して

いる。すなわち、①改革の影響により、賃金が満額支払うことができない企業があ

るので、それらでは上記の家計すら維持できない、②賃金を満額支払われたとして

も、食糧配給制度をつうじた食糧の入手だけでは十分なカロリーを得られないの

で、その他の食糧入手は、市場に依存しなければならないが、市場での価格は非常

図１ 家計構造

Sources of incom-Workers Sources of incom-Elderly

Expenditures-Workers Expenditures-Elderly

出所）表１に同じ．

Other OtherHelp from
relatives

Help from relatives

Animal
husbandry Animal

husbandry

Salary Pension

Transport Other Transport Other
Daily
necessaries

Daily
necessaries

Rent/
utilities

Rent/
utilities

GroceryGrocery

PDS Ration Vegetables PDS RationVegetables
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に高価である。

（３）援助

このため、２００３／０４年度の食糧援助においては、経済改革の影響により賃金未払

い状態にある都市の低所得層にたいする支援策を拡充するという観点から、「国家

配給システムに依存する低所得者３６万６６３４人」を新たに支援対象とすることが盛

り込まれた。その他は、従来どおりある乳幼児と妊産婦および高齢者にたいする直

接支援である（３８６万６５５人）。そして、「自立のための食糧援助」（FFW＝Food

for Work）として間接支援も行なうことになっている（労働者７２万５０００人とその

扶養家族１４５万人）。FFWとは、地域の公共事業への労働提供に対する対価として

賃金の代わりに食糧を支払うプロジェクトである。具体的には、小規模灌漑の修

復、水供給システムの設立、備蓄倉庫の建設、植林などが実施されている。FFW

のもうひとつの利点は、食糧援助を実施する対象を決める際に通常は困難を伴う貧

困層と富裕層の見分けが比較的容易となることである。FFWの場合、肉体労働に

参加して初めて食糧が支給されるのであるが、裕福なものはわざわざ肉体労働に参

加しないだろうから、比較的貧しいもの達が受益する傾向が高まるという効果があ

る。

以上の内容から２００３／４年度の援助対象は６５１万３４００人となる。

FAOとWFPは、毎年、このような調査報告書をつうじて北朝鮮への援助を国

際社会に呼びかけているが、実際には必要量の援助物資が集まらず、収穫直前の

７月から８月にかけて食糧配給が滞るという事態がつづいていた。しかし、WFP

ジュネーブ事務所の発表（２００４年１０月４日）によると、今年は「日本とロシアか

らの大規模支援により１７万５０００トンの食糧を確保できたことにより、当初は支援対

象のうち２００万人にたいする支援が中断されると予想していたが、事態が好転し、

来年初まで支援対象６５０万人すべてに食糧配給が可能になった」とされている。

第２節 人々の健康状態

１．人口統計の信頼性

表４のデータは北朝鮮の公表資料（国連提出資料を含む）である。これは、先

の農業統計とは調査主体が異なる。すなわち、農業統計の調査主体は国連であり、
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人口統計の調査主体は北朝鮮である。そこで、人口統計に関しては、その歪曲性を

含め、様々な疑問を投げかける声が多い。このため、この統計の性質を吟味してみ

る必要がある。

まず、１９９３年の統計は北朝鮮が初めて実施したセンサスによるものである。セ

ンサスは国連人口基金（UNFAP）との協力のもと行なわれ、あらゆるデータが

公開された。人口データの場合、産業や農業統計などの各種社会経済関連統計以上

に部門間のデータが整合的であるという特徴がある。たとえば、年齢別人口から導

き出される人口構造は、死亡率と出生率によって規定される。このような特徴があ

るがゆえ、センサスによって明らかにしたすべての統計を歪曲するというのは容易

なことではない。センサスの調査主体は北朝鮮であったものの、調査はほぼ完全性

をもって行なわれたことは統計的に検証されており、また各種統計間にも十分な整

合性がある。

センサス以降の統計は、登録人口調査によるものである。しかしながら、この統

計は従来の登録人口調査とは異なり、①国家中央統計局に新しく人口統計部を設置

し、専門スタッフによって集計されたことと、②既存の登録人口調査では除外して

いた朝鮮労働党の一部の幹部と軍部をも含めた数字であり、既存統計に比べるとは

るかに精度は高まっている。もちろん、これがセンサスに比べて精度の劣る登録人

口調査であるという制約は免れない。しかしながら、この制約はあくまでも精度の

問題であり、歪曲とは別問題である。北朝鮮において人口問題を担当する研究機関

として保健省傘下に人口研究所があるが、これはUNFPAからの資金提供に少な

からず依存している。そして国連の協力を全うするため地道な研究と率直な意見交

換を行なっている。とくに、センサスのための資金のほとんどは国連援助によるも

のであるが、そこで示されたデータは、それまで除外していた軍人をも含めたもの

表４ 近年の人口統計

１９９３年 １９９４年 １９９６年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００２年

総人口（１０００人） ２１２１４ ２１５１４ ２２１１４ ２２５５４ ２２７５４ ２２９６３ ２３３１３
出生率（１０００人当たり） ２０ ― ２０．１ １８．２ １７．８ １７．５ １６．２２
死亡率（１０００人当たり） ５．５ ６．８ ６．８ ９．３ ８．９ ８．８ ９．０７
５歳未満乳幼児死亡率
（出生数１０００人当たり） ２７ ２８ ４０ ５０ ４８ ― ―

平均寿命（歳） ７２．７ ― ７０．１ ― ６６．８ ６７．１ ６７．２１

出所）１９９４～２０００年は『朝鮮中央年鑑』各号、１９９３年はセンサス、２００２年は筆者の訪朝時（２００４
年８月）に人口研究所提供資料．
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となっており、その数（約６９万人）をも明らかにするほど、国連にたいして協力

的であった。「大量の餓死」説から一連の統計を疑問視する声もあるが、北朝鮮の

公表データを素直に利用するのが、人口分析においては妥当であると判断される。

２．人口動態

（１）死亡

その間の死亡率を見ると、普通死亡率（CDR＝人口１０００人当たりの死亡数）は

１９９３年の５．５‰から２００２年には９．０７‰まで上昇している。もちろん、これは高齢

化などの人口構造の影響を受けた粗いデータではあるが、この影響を除去した平均

余命もやはり低下している。１９９３年に比べて２００２年の平均寿命は５歳以上低下し

た。すなわち、北朝鮮の死亡率は絶対的に上昇したのである。

ただし、飢饉や災害などにより生存環境の急激な変化の影響をもっとも受けやす

い階層の一つである乳幼児にたいする調査では、一定の改善が見られる。表４に

示された５歳未満の乳幼児死亡率は１９９９年までしかなく、またその値も４８‰とな

っており、それ以前と比べて大きな変化はないが、１９９８年と２０００年と２００２年の３

回にわたって行なわれた栄養調査では、子どもの栄養状態が著しく改善されている

（図２参照）。これはUNICEFとの共同調査によって明らかにされたものである

（“Analysis of the Situation of Children andWomen in theDemocratic People’s

図２ 年度別栄養状態

出所）UNICEF,“Analysis of the Situation of Children and Women in the Democratic People’s
Republic of Korea,”２００３年１０月．
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Republic of Korea,”２００３年１０月発表、以下、「UNICEF報告書」）。たとえば、身

長に比べて体重の少ない慢性栄養障害の子どもの比率は１９９８年に１６．６‰であった

のがその半分の８．５‰まで低下しており、年齢に比べて体重の少ない子ども（低体

重）はピーク時の３分の１の２１‰まで減少した（急性栄養障害は年齢にたいする

身長から導き出される）。

UNICEF報告書では、この改善の背景には、①経済状況の改善により医療ケア

が行き渡り始めたこと②母親の健康状態の改善を挙げている。

①の医療ケアの拡充に関するデータとしては、ワクチン接種率に関するものがあ

り、その内容は表５のとおりである。

②の母親の健康状態の改善は、乳児にたいして母乳を正常に与えることを可能と

し、乳児の免疫力を高める効果をもたらす。人口研究所の２００２年リプロダクティ

ブ・ヘルス調査によると、「妊産婦死亡率は１９９７年には出生数１０万人当たり１０５人

であったが、２００１年の調査では出生数１０万人当たり８７人となった」と指摘してい

表５ 近年の北朝鮮のワクチン接種率 （単位＝％）

ワクチン接種率 １９９８ ２０００ ２００２

DPT３ ３７．４ ９５．５ ７０．４

OPV３ ７６．５ ９８．３ ９８．５

麻疹 ３４．４ ９１．５ ９５．３

出所）図２に同じ．

図３ 年齢別健康状態

出所）図２に同じ．
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る。また、UNICEFの調査によると、２０００年には生後６～９ヶ月の乳児に対する

授乳は１８．４％に過ぎなかったが、２００２年の調査では６９．６％まで上昇していると指

摘している。

しかし、一連の改善は、近年のものであり、過去の厳しい環境のなかで生まれた

子どもの健康状態は依然、悪い状態にある。図３は、月齢別の健康状態を示した

ものであるが、月齢が高まるほど健康状態が悪化する傾向にあることが視覚的にわ

かる。これは、過去の厳しさの反映であると同時に、近年の死亡率の改善とともに

当然、高まるべき平均余命の伸びにブレーキをかける要因ともなっている。

（２）人口成長

こんにち北朝鮮の死亡率は徐々に改善傾向にあるものの、それはごく最近のこと

であり、依然、死亡率は高いレベルにある。それに併せて近年は、低出生率という

新たな問題が起きている。これは、経済的困難を背景に人々が出生を制限している

ためである。ごく粗い統計である普通出生率（CBR）では、１９９３年には２０．０‰で

あった出生率は２００２年には１６．２２まで低下している。したがって、こんにちの北

朝鮮の人口動態は死亡率の上昇と出生率の低下によって特徴づけられ、人口成長率

は鈍化している。

北朝鮮では１９７０年代に人口転換を完了し、その後、出生率・死亡率ともに安定

した成長をつづけてきた。１９９３年のセンサス時では人口の伸び率は年平均約１．５％

と導き出された。したがって、この増加率が北朝鮮における「平時の人口増加率」

ということができる。これにたいして１９９５年以後の相次ぐ自然災害と経済難によ

り人々は食糧不足と衛生環境の悪化に悩まされ、結果、死亡率の上昇と出生率の低

下が生じ、人口増加率は鈍化することになった。１９９８年には増加率は０．９％台に

落ち込み、もっとも新しいデータの２００２年では平時の半分の水準（０．７４％）まで

低下している（図４参照）。

近年、死亡率は徐々に改善してはいるが、それに見合う出生率の上昇がない限

り、北朝鮮においては平時のレベルまで人口成長率を回復することはできない。も

ちろん、食糧不足という問題から高い人口成長率は好ましくないが、経済成長のた

めの労働力確保ならびに過度の高齢化を防止し効率的な社会福祉の諸政策を実施す

るためにも一定の成長率は必要である。北朝鮮の人口動態は、今後、アジアでは日

本や韓国が直面している超低出生率という新たな問題に直面するのかもしれない。
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北朝鮮の政策当局は、２０００年１０月の朝鮮労働党結成５０周年を機に１９９６年の新年

共同社説で示された「苦難の行軍」が終了したことを公式に宣言した。これは単な

る政治スローガンではなく、食糧事情と人口動態で見ても、一定の好転を機にして

いる。すなわち食糧配給はある程度、正常化し、また人々の生存環境も一時期に比

べるとはるかによくなった。この時期、「苦難」がある程度去ったという実感が大

衆レベルであったものと思われる。

したがって、本報告書の趣旨である経済改革との関連で見るならば、経済活性化

のために不可欠な正常な労働生活を個々人がおくることがある程度、可能になった

という政策当局の判断がこの間にあったと思われる。したがって、「苦難」からの

脱出のため突発的に経済改革を行なったというネガティブな見方よりも、「苦難」

から一定の解放がもたらされたが故、経済改革が可能になったとするポジティブな

見解を持つことが妥当であると考える。

もちろん、「苦難」は終了したものの、それは安定したものではなく、国際援助

なしには依然保つことのできない不安定なものである。そのためにも改革が国際社

会の支援のもと、成功裏に進行することが期待される。

図４ 近年の人口増加率

出所） 表４より作成
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